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　1　はじめに
　わが国では，1995 年 5 月の地方分権推進法の制定，同年 7 月の同法に基づ
く地方分権推進委員会の設置以降，今日まで連綿と地方分権改革が続けられ
てきた。しかしその成果は，2000 年 4 月に施行された地方分権一括法を除い
て，あまり大きなものではないと言える（1）。地方分権一括法の施行に結実した
1995 年から 2000 年までの改革は，一般的に「第 1 次分権改革」と呼ばれる（2）。





















































































































































　はじめにのところで「第 1 次分権改革」とは，2000 年 4 月の分権一括法の
施行に帰着する 1995 年から 2000 年にかけての時期が対象になり，「第 2 次分




して，2001 年 6 月末まで活動を続け存続した。その間に公共事業の分権化を
中心とした第 5 次勧告を政府に提出（1998年 11月 19日）したが，自民党族
議員と公共事業官庁の官僚たちの抵抗にあい，見るべき成果を挙げることがで








内容について確認しておきたい。分権委は，任期切れ前の 2001 年 6 月 14 日，
「最終報告」を提出した。これは，1996 年 3 月に分権改革の理念や方向性につ

















12 月 12 日の「中間論点整理」に始まり，2002 年 6 月 17 日の「事務・事業の







2002 年 5 月に経済財政諮問会議に提出された当時の片山総務相による次のよ
うな改革提案であった。①国税と地方税の割合を 1 対 1 にする，②その第 1 段

















　2003 年 6 月，経済財政諮問会議は，「骨太の方針 2003」を決定したが，そ
の中に 4 兆円規模の補助金の廃止・縮減とそれに代わる基幹税の移譲を盛り込
んだ。翌年，2004 年 6 月の「骨太の方針 2004」では，3 兆円規模の国から地
方への税源移譲が明記され，その具体案づくりを地方自身に求めた。地方六団












1 次勧告以降，地方行政等検討グループが設けられた。しかし，第 1 次分権改





たからかもしれない。第 1 次分権改革が終わると，第 2 次改革では，この合併
問題に正面から向き合わなければならなくなった。そして，その役割は，分権
会議ではなく，第 27 次地方制度調査会（第 27 次地制調）が担うことになっ
た（24）。
　第 27 次地制調は，2001 年 11 月 19 日に第 1 回総会を開催して審議を開始し，

































































































































年 5 月 30 日，地方分権推進にあたっての基本的な考え方を提出し，同年 11 月
16 日には，個別の行政分野・事務事業の抜本的見直し・検討などに関する中
間的な取りまとめを行った。これらの基本的な考え方などを踏まえて，2008
年 5 月 28 日には第 1 次勧告が提出された。そこでは，くらしづくり分野とま
ちづくり分野の 2 つに分けて，重点行政分野に関する抜本的見直し案が示され
た。また，同年 8 月 1 日には，国の出先機関の見直しに関する中間報告，同
年 9 月 16 日には，道路・河川の移管に伴う財源等の取扱いに関する意見，同
年 12 月 8 日には，国の出先機関の統廃合を中心にした第 2 次勧告を提出した。
さらに，2009 年 10 月 7 日の第 3 次勧告では，国が法令で自治体の仕事内容を
縛る「義務づけ」の原則廃止を提案した。そして，最後の勧告となった 2009
年 11 月 9 日の第 4 次勧告では，国と地方の税源配分を 5 対 5 にする税財政改
革案を提案した。
























　b. 第 28 次地制調答申
　第 27 次地制調に続いて第 28 次地制調が，2004 年 3 月に設けられた（33）。第
28 次地制調は，2006 年 2 月に「道州制のあり方に関する答申」を提出するまで，
5 回の総会と 38 回の専門小委員会を開催したが，そのほとんどの時間は道州
制をめぐる審議のために費やされた。その意味では，第 28 次地制調は，道州
制について審議することを目的としていたと言ってもよい。
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　自民党は道州制の導入に向けて積極的な動きを見せた。2004 年 11 月に政務
調査会の下に道州制調査会（会長：杉浦正健）を発足させ，道州制の議論を進
めてきた。2007 年 1 月には，5 つの小委員会（小委員長：額賀福志郎，遠藤武
彦，大島理森，中川義雄，大野功統）を設置し，道州制の基本方針，国と道州
の役割分担，税財政制度などについて議論した（35）。同年 11 月には道州制推進
本部を設置し，2008 年 7 月には「道州制に関する第 3 次中間報告」を出した。
そこでは，あるべき道州制の姿を示し，2015 年～ 17 年を目途に実現すべきで
あると明記した。また，2008 年 11 月，推進本部内に道州制基本法制定委員会
を設置し，基本法案の骨子の検討を進めた（36）。
　一方，政府は，上記の第 28 次地制調答申に呼応して，2006 年の「骨太の方針」
に「道州制導入の検討促進」を盛り込んだ。また，同年 9 月には，安倍内閣が
発足したが，その際，初の道州制担当相を置いた。2007 年 2 月には渡辺善美
道州制担当相が私的懇談会として，「道州制ビジョン懇談会」（会長：江口克彦，
PHP 総合研究所社長）を設置した。このビジョン懇は，出井伸之ソニー最高






















































ピールするために「地域主権」の語を用いた。原口総務相は，2009 年 11 月 9 日，







進するしくみが提案された（41）。そして，同年 12 月 14 日，地域主権戦略会議
の初会合が開かれ，地域主権の実現へ向けた工程表（資料 2 挿入）も示された（42）。
　【資料２】鳩山政権の地域主権戦略工程表















　● 3 年間の改革の点検に基づく「地域主権推進大綱」を 13 年夏までに策定
　　出典：「朝日新聞」2010 年 1 月 9 日

































































































　（ 2 ）　 第 1 次分権改革とは，分権委が，最終報告において，自らの活動を総括する際
に用いた語が，その後も広く使われるようになったものである。
　（ 3 ）　 第 2 次分権改革の全体としての性格を明らかにしようとした先行研究として，
大杉覚「分権一括法以降の分権改革の見取り図と今後の展望」（『都市問題』東
京市政調査会，2009 年 8 月）。大杉は，第 2 次分権改革を，累積的・複線的・









　（ 4 ）　 鳩山首相は，「地域主権」を政権の「一丁目一番地」と位置づけた。また，「地
域主権」を「国民主権」と同じ意味を持つと説明した。「第 1 回　地域主権戦
略会議　議事要旨」2009 年 12 月 14 日
　（ 5 ）　 現代政治学事典によれば，集権や分権は「上位組織と下位組織のあいだの権限








　（ 7 ）　 ゴミ箱モデルの代表的研究として，Cohen, M. D., March, J. G., and Olsen, J. P., “A 
Garbage Can Model of Organizational Choice”, Administrative Science Quarterly 17, 
1972
　（ 8 ）　 政策の窓モデルの代表的研究として，Kingdon, John. W., Agendas, Altanatives, and 
Public Polices, Little, Brown and Co., 1984
　（ 9 ）　 西尾勝編著『分権型社会を創る：その歴史と理念と制度』ぎょうせい，2001 年，
p. 26
　（10）　Ashford, Douglas, British Dogmatism and French Pragmatism, Allen & Unwin, 1982





　（13）　 Rhodes, R. A. W., Understanding Governance: Policy Networks, Governance, Reflexivity 
and Accountability, Open University Press, 2001, p. 54
　（14）　 中邨章『自治体主権のシナリオ：ガバナンス・NPM・市民社会』芦書房，2003 年， 
p. 17
　（15）　 曽我謙悟「政府間ガバナンスに関する最近の研究動向」（日本政治学会編『年
報政治学 2008- Ⅱ：政府間ガバナンスの変容』木鐸社，2008 年）
　（16）　 第 2 次分権改革の始点をいつに置くかは論者によって分かれている。地方分権
改革推進法制定以降の段階を第 2 次分権改革と位置づける見方や，三位一体改
革を第 2 次分権改革とし，地方分権改革推進法制定以降を第 3 次分権改革と位
置づける見方もある（伊藤正次「今次分権改革の位置づけと課題：行政学の観
点から」『ジュリスト』第 1355 号，2008 年，p. 86）。西尾は，2000 年 4 月の分
権一括法が施行された時点以降の分権改革を第 2 次分権改革と呼んでいる（前
掲，西尾，2007 年，pp. 122-123）。小論での第 2 次分権改革の捉え方は，西尾
のものと同じである。




の移譲」という 2 つの選択肢があった。第 1 次分権改革では，実現可能性が重
視されたので，比較的容易な前者を中心とした改革に取り組んだ。その結果，
困難が予想された後者につては，そのほとんどが手つかずのまま第 2 次分権改

















分の区別なく，負担率を 2 分の 1 から 3 分の 1 に引き下げることにした。前掲，
西尾，2007 年，p. 194











































　（33）　 第 28 次地制調では，西尾勝氏（国際基督教大学教授）が臨時委員になったため，
副会長は小早川光郎氏（東京大学教授）に替わったものの，会長は諸井虔氏（太
平洋セメント㈱相談役），専門小委員長は松本英昭氏（（財）自治総合センター




研究』第 44 号，2001 年），p. 2
　（36）　 「ガバナンスレビュー：杉浦正健」（『月刊ガバナンス』第 93 号，ぎょうせい，


















　（41）　「朝日新聞」2009 年 11 月 10 日（朝刊）
　（42）　「朝日新聞」2010 年 1 月 9 日（朝刊）
　（43）　 政府主催の全国知事会議は，予算編成前の 11 月に開催されるのが恒例となっ
ている。「朝日新聞」2010 年 11 月 26 日（朝刊）
　（44）　同上
　（45）　同上
　（46）　「朝日新聞」2010 年 1 月 9 日（朝刊）
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